
（仮称）中小企業振興に向けた施策提言書

１ 創業及び事業承継の推進 
（1）創業希望者及び新規創業者に対する支援 
コロナ禍以降、創業セミナー受講者のうち実際に創業する者の割合が高くなっ
ており、副業の浸透や働き方の変化から、創業に対する心理的なハードルが下が
りつつある。また、自身の経験や充実感、人との繋がりなど収入以外の面を創業
の目的として求めるケースも多くなってきた。 

  今後も着実に事業を継続していくとともに、支援対象者の拡大や民間スタート
アップ支援との連携による支援強化の検討が必要。 

  また、キャッシュレス決済などは、市内消費者やバイヤーなど大きく広まって
いる一方で、事業者の ICT や DX全般についての関心は必ずしも高いとはいえな
い。取組みを進めるメリットや具体的な活用の方法についての理解促進に向けた
支援が必要。 

改善案 
 創業サポート事業の対象者拡大の検討 
 「Startup Weekend 苫小牧」の参加者に対する支援策
等の情報発信 

（2）創業しやすい環境づくりの構築 
日本ではスタートアップ企業が少なく、これを増やしていくために起業家精神
教育（アントレプレナーシップ教育）が盛んになっている。市内の一部学校で
は、学外の起業体験イベントへの参加率が向上しているなど学生の意識変化もみ
られており、創業を目指す方々や、既に事業をされている方々が様々な相談や意
見交換できる場が重要であり、一層の活用促進に向けた支援を検討。 
また、市内の空き店舗を活用した創業も多いことから、既存支援策の柔軟な活
用に向けた条件等の見直しが必要。 

改善案 
 空き店舗活用補助金の対象条件の拡大 
 C-base の利用促進や市内コワーキングスペースの周知
強化 

資料５ 



（3）事業承継の推進 
事業承継は事業規模や事業内容によって承継しやすい・しにくいがあり、金銭
的な問題だけではない一方で、相談手数料が高額のため中小企業には厳しいとい
う課題がある。現在、様々な機関からセミナー開催や手続支援等が実施されてお
り、事業者への情報発信の面で一層の連携が必要。 
また、事業をいかに継続していくのか等、事業者がアイデアを得る機会として
多様な業種の方々と交流できる場の創出を検討。 

改善案 
・事業案 

 各支援機関が実施するセミナー情報や支援策について
「とまサポ」や市 SNS等による連携した情報発信 

 事業承継を支援している相談窓口や団体等への支援策
の検討 

 事業継続や事業承継に関する相談窓口等の周知及び連
携の強化 

２ 人材確保及び人材育成の強化 
（1）人材確保の支援 
❶ Uターン・地元就職の支援強化 
近年の新規学卒者は高い就職率である一方、早期離職者も多いという課題が
ある。地元を離れて就職したUターン就職希望者との繋がりや相談体制のあり
方を検討。あわせて、苫小牧地域の魅力を発信することで、I ターン、Jターン
等移住促進も期待できる。 

事業案

 高校３年生を対象とした地元就職・Uターンの啓発
（保護者や学生に向けたリーフレットの配布、卒業後
の相談先の周知、特設 SNSでの情報発信など） 

 奨学ローン返済助成制度や奨学金返還支援制度など既
存の金銭的支援の周知強化 

 市外在住者（大学生や転職希望者）が市内企業のイン
ターンシップや面接、企業説明会に参加する際の交通
費の補助 

 Uターン希望者向けのオンライン企業説明会の開催 
 地元を離れたあとも市内の最新情報を得られるよう、
特設 SNSやとまジョブで求人情報や企業説明会の開催
情報などを発信 

 小中学生向けの地元企業紹介冊子の作成（地元就職や
将来的なUターンの意識づけ） 



❷ 企業の採用活動の支援強化 
人材確保への支援は合同就職説明会の開催やインターンシップ支援等様々あ

るが、企業規模、業種・業態などにより効果的な支援方法は変わる。 
また、近年の学生の就職活動の早期化や就業観の変化等に応じた柔軟な採用

支援を検討。 

改善案

 既存事業「市内大学インターンシップ支援事業」の対
象を拡大し、市外大学からの受け入れも対象とし、市
外からの人材確保を支援 

 既存事業「採用力強化・機会創出事業」の実施スケジ
ュールを見直し、大学３年生のインターンシップ期を
見据えた事業を構築 

❸ 外国人雇用に対する企業理解の促進 
近年、本市でも外国人労働者が増えているが、その在留資格は、人手不足が

深刻な分野において、一定の専門性・技能を持ち即戦力として働く「特定技
能」、さらに高い専門性や知識が必要とされる「技術・人文知識・国際業務」
など様々ある。雇用のミスマッチを防ぐため、外国人を受け入れる企業に対
し、在留資格等の理解を深める取り組みを検討する。また、市内で学ぶ留学生
が卒業後本市に残り活躍できるよう、地域企業とのマッチング支援を検討す
る。 

事業案

 外国人の雇用を検討している企業向け「外国人雇用ガ
イドブック」の作成、相談窓口開設（参考：函館市） 

 留学生と外国人雇用を検討している企業のマッチング
イベント開催（北洋大学との連携） 



（2）人材育成の取組強化 
❶ 支援策の周知及び企業・団体との連携強化 
市や関係団体等において、人材育成に関するセミナーや補助金など様々な事

業が行われているが、企業や求職者への周知が課題。実際に事業を活用するタ
ーゲットを具体的にイメージした情報発信が必要。 

改善案 
 中小企業者サポートブックの活用促進、周知強化 
 人手不足が顕著な業種など、事業のターゲットとして
想定される業界団体等と連携した情報発信 

❷ 事業参加者及び協力企業の意欲向上 
人材育成については、職場実習等で求職者を受け入れていただく企業の協力
が不可欠であると同時に、事業に参加する求職者が、就職に向けて意欲的に取
り組み続けるためのモチベーション維持が重要。 
参加者と参加企業の双方の声や、就職実績などをフィードバックし、メリッ
トを訴求することが重要。 

改善案  募集チラシ等への参加者・参加企業の声や事例の掲載 
 市の研修を修了した方への修了証書の発行 

❸ 外国人材の育成に対する支援 
外国人の技能実習制度が新たに育成就労という制度へ変わるなかで、外国人
材の育成についても今後取り組んでいく必要があるのではないか。 

・ また、外国人材の流出を防止し、本市に定着してもらうためには、帯同する
家族への支援のあり方についても今後検討が必要。

事業例  外国人材を受け入れる企業に対する補助事業（令和 6
年度新規事業化） 



（3）職場環境づくりや定着の支援 
❶ 早期のキャリア教育による職業観の醸成 
若年層の早期離職を防止するためには、就職前に抱いていたイメージと就職

後のギャップが生じないよう、良い面だけではなく業務で苦労したことなども
含め、正確な情報を伝える努力が大切。 
また、インターンシップや職場見学など、社会に出る前の早い段階における

キャリア教育が今後ますます重要になってくると考えられるため、行政や企
業、団体、教育機関が連携した取組の検討が必要。 

取組事例 
・事業案 

 地元高校生と企業経営者の懇談会の開催（中小企業家
同友会苫小牧支部） 

 若年層（小中学生、高校生）に地元企業を知ってもら
う取組 

  ❷ 企業ニーズに応じた支援策の構築 
    企業の個別の悩みに応じた支援を行う「職場改善コンサルティング事業」

は、利用満足度の高い事業であり、活用を希望する企業も多いことから、より
多くの支援が可能となることを期待。 
また、中小企業と大企業では抱える課題も千差万別であるため、具体的な支

援事例の提示や申請スキームの簡素化等により、活用のハードルを下げ、支援
の手をさらに行き届かせる工夫が必要。 



３ 事業継続のための経営基盤の強化・販路拡大の推進 
（1）販路拡大を行うための支援 

（本テーマに関する意見交換は再実施）

改善案 
・事業案 

（2）販路拡大を目指す事業者の交流促進 
（本テーマに関する意見交換は再実施） 

改善案 
・事業案 

（3）経営基盤の強化に対する支援 
❶ 事業者ニーズや社会環境の変化を踏まえた市融資制度の構築
市が行っている各種融資制度は、利用が多い融資もある一方で、長年ほとん

ど使われていないものもあることから、事業者にとってより活用しやすいよ
う、条件等の見直しが必要。 

改善案  各融資の利用状況や社会経済環境の変化を踏まえ、事
業者にとってより活用しやすい融資制度の構築 

❷ 市の各種支援策の事業者への周知
    事業者が活用できる市の支援策をまとめた「中小企業者サポートブック」

は、審議会で取り組んだひとつの成果であり、今後も内容の改善を重ねつつ、
より広く行き届かせるための周知方法の工夫が必要。 


